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狸泥舟 

パチモン林政 

自由人とは称してみたものの、まったく憂世とのしがらみから解き放たれない。 

もっとも憂世の方が私にこれ以上絡まんでくれと叫んでいるのが実態かも知れないが。 

森林・林業に対してもうかかわるのはよそうと思っているのだが、入ってくる情報があ

まりにも奇怪である。それを見聞きするにつけ、ついついそうじゃないだろうと言いたく

なる自分を抑えることができない。 

つい先日、北大名誉教授の石井寛先生からメールが届いた。 

「平成 29年度の森林・林業白書が昨日、公表されました。私は今朝、知りましたの

で、ポイントのところだけ読みました。オーストリアの林業改革の紹介をして、今回

の森林経営管理改革の位置づけをしています。ご一読下さい。」 

これを見てとっさに叫んだ。 

「えーっ、やっぱりあのへんてこりんな森林経営管理制度もパチモンだったんだ。」 

わざわざオーストリアの制度なんかコピ－する必要なんかないと思うのだが、林野庁も

本当に知恵がない。まあ、近代森林・林業界は、明治以来ドイツの法正林からついこの前

の森林・林業再生プランのドイツのフォレスターまで、コピーに終始していたのだから、

当然と言えば当然なのだが。 

白書に曰く、 

「オーストリアは、我が国と比較的類似した地形や 森林所有規模等の条件を有しなが

ら、欧州の林業国として自国内から盛んに丸太の生産を行い、製材品の輸出等につなげて

いる。こうした状況と、我が国の林業をめぐる状況を比較し、新たな森林管理システムの

導入により、我が国の林業が抱える課題を解決していく方策について明らかにする」のだ

そうだ。 

そこで私の趣味ではないが、あらさがしをしてみた。 

ところが、あら
．．
はいくらでも出てくるのだが、結局はそれが何なんだという話。つまり、

日本とオーストリアの森林の共通点は急傾斜地だというぐらいで、あとはほとんど類似性

がないのに牽強付会に森林経営管理制度を持ち込もうとしている。所有規模でも、ドイツ

を当て馬にして、オーストリアが日本に近いと説明するだけで、日本の方が格段に所有規

模が小さい。 

一見読んでいると、さももっともらしいのだが、よく考えてみると全然理論構成になっ

ていないという、いやはや白書の文章というものは恐れ入ったものである。このような論

文では、おそらく大学は卒業できないだろう。そんなものが、白書として堂々と国民に示

されているが、これで林野庁は恥ずかしくないのだろうか。 



 

 

1点だけ、次の図に代表として登場願って、その問題点を追及してみようと思う。 

 

白書の説明は、「林業経営」という基本用語の使い方さえあやふやなので無視することと

し、私の考えを述べる。 

面白いのは、両国の丸太価格におけるコスト比較という図である。何でドイツトウヒと

スギ丸太の単価が一緒なのかは不明だが、まあ同程度ということで見てみよう。 

日本では、伐出コストと運材コストが高いのは、地形急峻かつ地盤が軟弱なためで、特

に森林路網が十分整備できないためである。これは火山国特有の自然条件であり克服しが

たいものとの認識が必要である。 

一番重要な観点の欠落は、造林原価が無視されていることである。立木価格の中に含ま

れるはずの造林原価が何故表示されていないのか。これはもう意図的と言うしかない。 

ドイツトウヒは天然更新だそうだから造林原価が０なのかも知れないが、スギの造林原

価は立木価格を大きくはみ出している。そんなものを表示した途端に、この比較表は意味

をなさなくなる。そもそも現状では、森林所有者に真の収益など存在せず、同時に営利を

目的とした林業経営も消滅しているのだ。そんな林業が成長産業になるはずがない。 

これほど類似性の薄いオーストリアであるが、真似したらいい部分も多く見られる。 

オーストリアでは、農業を営む者と森林所有者を主な構成員とした農業会議所が存在し、

歴史的に、中小規模の森林所有者で自伐を行うものが一定程度存在しているそうである。

ということは、日本の自伐型林業推進協会がかねてから主張している兼業型の自伐林家が



 

 

オーストリアの林業の基盤を形成しているということである。それなら日本においても、

自伐協の活動をもっと支援して林業の基盤形成することを優先すべきではなかろうか。 

また、農業会議所の主導下で森林所有者の依頼を受けて素材生産を行い、丸太を共同販

売する森林組合のようなWWGという組織があるそうだ。林野庁にとって家の子郎党であ

る森林組合系統でさえ満足に機能させられない日本行政の怠慢は推して知るべしである。 

同様にフォレスター制度もしっかりしており、名ばかりの日本の森林総合監理士とは大

違い、付け焼刃な制度構築に狂奔するだけの日本の行政との質の違いは明らかである。 

さらには、2haを超える皆伐が禁止されているという。日本よりも自然条件が安定して

いるオーストリアにしてこの用心深さである。日本も森林経営管理制度を適用するなら、

皆伐面積は 1ha以下にしたらよい。効率性ばかり追い求めて、林地の崩壊を招くことにな

れば、公益的機能はもとより生産基盤を失って元も子もない。 

こうしてみると、オーストリアには学ぶべきことも多いのに、一番難しく日本での応用

性のない制度だけを取り入れようとしているとしか思えない。 

私は営利林業が消滅したように書いたが、それはドイツトウヒと競合するようなスギな

どの人工林経営について言っている。造林原価の圧倒的違いと克服できない伐出コスト削

減等を考慮すれば、現下の人工林経営に国際競争力はない。 

しかし、林野庁もいみじくも書いておるぞ。 

「植物の成長において恵まれた気候下にある日本」 

正確には地形・地質・土壌などを含めて、「恵まれた自然環境下」とすべきであるが、日

本においてもドイツトウヒと競合しない多種多様な樹木を、造林原価０の天然更新で育て

るべきである。さらには勢い余って大量に存在する造林木については、無為に伐採するこ

となく、限りなく伐期を延長し、粘り強く成長を見守り、品質の向上を期待すべきである。

他国に真似できない独自の森林資源の造成と木材生産を目指し、国際競争力をつけるべき

である。 

それはさておき、森林経営管理制度の法案説明過程で、林野庁がオーストリアの制度を

参考にしたことについてひた隠しにしていた理由がわからない。 

石井寛先生をはじめ国会で参考人意見を述べた泉英二先生も知らなかったオーストリア

の件が、法案成立後なぜ突然白書で明らかにされたのであろうか。 

聞くところによれば、白書の公表が突然延期され、森林経営管理法案成立後にされた経

緯があるようだが、白書の内容に法案審議に支障のある内容があったのだろうかと疑いた

くなる。ましてや、このオーストリアの記事のお粗末さである。 

森林・林業界の人たちが、せめて自分たちにかかわる部分だけでも良くしようと思うな

ら、あらゆる雑音をいったんシャットして、自ら考え企画することである。 

くれぐれもパチモンをつかまされないようにご用心を。 


